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（特定地域における工業用機械等の特別償却） 

第二十八条の九 法第四十五条第一項に規定する政令で定める期間は、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ当該各号に定める期間とする。 

一 法第四十五条第一項の表の第一号の第一欄に掲げる地区において同号の第二欄

に掲げる事業の用に供する設備の新設又は増設（以下この項において「新増設」

という。）をする場合 沖縄振興特別措置法第三十五条第一項に規定する産業高

度化・事業革新促進計画につき同条第四項の規定による提出のあつた日（同条第

七項の変更により新たに同条第二項第二号に規定する産業高度化・事業革新促進

地域（以下この号において「産業高度化・事業革新促進地域」という。）に該当

することとなつた地区については、当該変更につき同条第七項において準用する

同条第四項の規定による提出のあつた日）から令和四年三月三十一日までの期間

（当該期間内に同条第七項の変更により産業高度化・事業革新促進地域に該当し

ないこととなつた地区については、当該期間の初日から当該変更につき同項にお

いて準用する同条第四項の規定による提出のあつた日までの期間） 

二 法第四十五条第一項の表の第二号の第一欄に掲げる地区において同号の第二欄

に掲げる事業の用に供する設備の新増設をする場合 沖縄振興特別措置法第四

十一条第一項に規定する国際物流拠点産業集積計画につき同条第五項の規定に

よる提出のあつた日（同条第八項の変更により新たに同条第二項第二号に規定す

る国際物流拠点産業集積地域（以下この号において「国際物流拠点産業集積地域」

という。）に該当することとなつた地区については、当該変更につき同条第八項

において準用する同条第五項の規定による提出のあつた日）から令和四年三月三

十一日までの期間（当該期間内に同条第八項の変更により国際物流拠点産業集積

地域に該当しないこととなつた地区については、当該期間の初日から当該変更に

つき同項において準用する同条第五項の規定による提出のあつた日までの期間） 

三 法第四十五条第一項の表の第三号の第一欄に掲げる経済金融活性化特別地区と

して指定された地区において同号の第二欄に掲げる事業の用に供する設備の新

増設をする場合 沖縄振興特別措置法第五十五条の二第一項に規定する経済金

融活性化計画の同条第五項の認定の日（同法第五十五条第四項の変更により新た

に当該経済金融活性化特別地区に該当することとなつた地区についてはその新

たに該当することとなつた日とし、同法第五十五条の三第一項の変更により新た

に同欄に掲げる事業に該当することとなつた事業についてはその変更に係る同

条第二項において準用する同法第五十五条の二第五項の認定の日とする。）から

令和四年三月三十一日までの期間（当該期間内に同法第五十五条第四項又は第五

項の解除又は変更により当該経済金融活性化特別地区に該当しないこととなつ

た地区については当該期間の初日からその該当しないこととなつた日までの期

間とし、同法第五十五条の三第一項の変更により同欄に掲げる事業に該当しない

こととなつた事業については当該初日からその変更に係る同条第二項において

準用する同法第五十五条の二第五項の認定の日までの期間とし、同法第五十五条

の六第一項の規定により同法第五十五条の四に規定する認定経済金融活性化計

画の認定を取り消された場合には当該初日からその取り消された日までの期間
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とする。） 

四 法第四十五条第一項の表の第四号の第一欄に掲げる離島の地域において同号の

第二欄に掲げる事業の用に供する設備の新増設をする場合 沖縄振興特別措置

法施行令第一条に規定する島として定められた日又は同条の規定による指定の

日から令和四年三月三十一日までの期間（当該期間内に同号の第一欄に規定する

離島に該当しないこととなつた地域については、当該期間の初日からその該当し

ないこととなつた日までの期間） 

２ 法第四十五条第一項に規定する事業の用に供する設備で政令で定める規模のもの

は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ当該各号に定める規模のものとする。 

一 法第四十五条第一項の表の第一号から第三号までの第二欄に掲げる事業 次に

掲げるいずれかの規模のもの 

イ 一の生産等設備（ガスの製造又は発電に係る設備を含む。ロ及び次号におい

て同じ。）で、これを構成する減価償却資産（法人税法施行令第十三条第一号

から第七号までに掲げるものに限る。以下この条において同じ。）の取得価額

（同令第五十四条第一項各号の規定により計算した取得価額をいう。以下この

条において同じ。）の合計額が千万円を超えるもの 

ロ 機械及び装置並びに器具及び備品（法第四十五条第一項の表の第二号の第二

欄に掲げる事業にあつては、機械及び装置）で、一の生産等設備を構成するも

のの取得価額の合計額が百万円を超えるもの 

二 法第四十五条第一項の表の第四号の第二欄に掲げる事業 一の生産等設備で、

これを構成する減価償却資産の取得価額の合計額が千万円を超えるもの 

３ 法第四十五条第一項の表の第一号の第二欄に規定する政令で定める事業は、道路

貨物運送業、倉庫業、卸売業、デザイン業、自然科学研究所に属する事業、沖縄振

興特別措置法施行令第四条第八号に掲げる電気業（次項第一号において「電気業」

という。）及び計量証明業とする。 

４ 法第四十五条第一項の表の第一号の第三欄に規定する政令で定めるものは、次の

各号に掲げる事業の区分に応じ当該各号に定める器具及び備品とする。 

一 製造の事業、自然科学研究所に属する事業、電気業及び計量証明業 次に掲げ

る器具及び備品 

イ 専ら開発研究（新たな製品の製造若しくは新たな技術の発明又は現に企業化

されている技術の著しい改善を目的として特別に行われる試験研究をいう。）

の用に供される器具及び備品として財務省令で定めるもの 

ロ 電子計算機その他の財務省令で定める器具及び備品 

二 道路貨物運送業、倉庫業、卸売業及びデザイン業 前号ロに掲げる器具及び備

品 

５ 法第四十五条第一項の表の第一号の第三欄に規定する政令で定める建物は、次の

各号に掲げる事業の区分に応じ当該各号に定める建物とする。 

一 道路貨物運送業 車庫用、作業場用又は倉庫用の建物 

二 倉庫業 作業場用又は倉庫用の建物 

三 卸売業 作業場用、倉庫用又は展示場用の建物 
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四 デザイン業及び計量証明業 事務所用又は作業場用の建物 

五 自然科学研究所に属する事業 研究所用の建物 

６ 法第四十五条第一項の表の第二号の第二欄に規定する政令で定める事業は、前項

第一号から第三号までに掲げる事業、沖縄振興特別措置法施行令第四条の二第五号

に掲げる無店舗小売業（次項第一号において「無店舗小売業」という。）、同条第

六号に掲げる機械等修理業（次項第二号において「機械等修理業」という。）、同

条第七号に掲げる不動産賃貸業（次項第三号において「不動産賃貸業」という。）

及び同条第九号に掲げる航空機整備業（次項第四号において「航空機整備業」とい

う。）とする。 

７ 法第四十五条第一項の表の第二号の第三欄に規定する政令で定める建物は、第五

項第一号から第三号までに掲げる事業の区分に応じこれらの号に定める建物及び次

の各号に掲げる事業の区分に応じ当該各号に定める建物とする。 

一 無店舗小売業 事務所用、作業場用又は倉庫用の建物 

二 機械等修理業 作業場用又は倉庫用の建物 

三 不動産賃貸業 倉庫用の建物 

四 航空機整備業 事務所用、作業場用、格納庫用又は倉庫用の建物 

８ 法第四十五条第一項の表の第四号の第二欄に規定する政令で定める事業は、旅館

業法第二条第二項に規定する旅館・ホテル営業及び同条第三項に規定する簡易宿所

営業（これらの事業のうち財務省令で定めるものを除く。以下この条において「旅

館業」という。）とし、同号の第三欄に規定する政令で定める建物は、旅館業の用

に供する建物（その構造設備が同法第三条第二項に規定する基準に適合するものに

限る。）とする。 

９ 法第四十五条第二項に規定する政令で定める期間は、次の各号に掲げる場合の区

分に応じ当該各号に定める期間とする。 

一 法第四十五条第二項の表の第一号の上欄に掲げる地区において同号の中欄に掲

げる事業の用に供する同号の下欄に掲げる設備の取得等（同項に規定する取得等

をいう。以下この項及び第二十二項において同じ。）をする場合 当該地区に係

る過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第八条第一項（過疎地域の持

続的発展の支援に関する特別措置法施行令附則第三条第二項（同令附則第四条第

二項の規定によりみなして適用する場合を含む。）又は第三項（同令附則第四条

第三項の規定によりみなして適用する場合を含む。）においてその例による場合

を含む。）の規定により定められた同法第八条第一項に規定する市町村計画（同

条第二項第三号及び第四号ロ並びに第四項各号に掲げる事項並びに同条第二項

第四号ロに掲げる事項に係る同条第五項の他の市町村との連携に関する事項が

記載されたものに限る。以下この条において「特定過疎地域持続的発展市町村計

画」という。）に記載された同法第八条第二項第三号に掲げる計画期間の初日又

は当該特定過疎地域持続的発展市町村計画が定められた日のいずれか遅い日か

ら令和六年三月三十一日までの期間（当該計画期間の末日が同月三十一日前であ

る場合には、当該いずれか遅い日から当該計画期間の末日までの期間） 

二 法第四十五条第二項の表の第二号の上欄に掲げる地区において同号の中欄に掲
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げる事業の用に供する同号の下欄に掲げる設備の取得等をする場合 当該地区

に係る半島振興法第九条の五第一項に規定する認定産業振興促進計画（同法第九

条の二第三項各号に掲げる事項（同項第二号に掲げる事項にあつては、産業の振

興に資するものとして財務省令で定めるもの）が記載されたものに限る。以下こ

の条において「認定半島産業振興促進計画」という。）に記載された同法第九条

の二第二項第四号に掲げる計画期間の初日から令和五年三月三十一日までの期

間（当該計画期間の末日が同月三十一日前である場合には当該計画期間とし、同

日前に同表の第二号の上欄に規定する半島振興対策実施地域に該当しないこと

となつた地区については当該初日からその該当しないこととなつた日までの期

間とし、同月三十一日前に同法第九条の七第一項の規定により当該認定半島産業

振興促進計画に係る同法第九条の五第一項に規定する認定を取り消された場合

には当該初日からその取り消された日までの期間とする。） 

三 法第四十五条第二項の表の第三号の上欄に掲げる地区において同号の中欄に掲

げる事業の用に供する同号の下欄に掲げる設備の取得等をする場合 平成二十

五年四月一日から令和五年三月三十一日までの期間（当該期間内に同号の上欄に

規定する離島振興対策実施地域に該当しないこととなつた地区については、当該

期間の初日からその該当しないこととなつた日までの期間） 

四 法第四十五条第二項の表の第四号の上欄に掲げる地区において同号の中欄に掲

げる事業の用に供する同号の下欄に掲げる設備の取得等をする場合 当該地区

に係る奄美群島振興開発特別措置法第十四条第一項に規定する認定産業振興促

進計画（同法第十一条第三項各号に掲げる事項（同項第二号に掲げる事項にあつ

ては、産業の振興に資するものとして財務省令で定めるもの）が記載されたもの

に限る。以下この条において「認定奄美産業振興促進計画」という。）に記載さ

れた同法第十一条第二項第四号に掲げる計画期間の初日から令和五年三月三十

一日までの期間（当該計画期間の末日が同月三十一日前である場合には当該計画

期間とし、同日前に同法第十六条第一項の規定により当該認定奄美産業振興促進

計画に係る同法第十四条第一項に規定する認定を取り消された場合には当該初

日からその取り消された日までの期間とする。） 

１０ 法第四十五条第二項に規定する政令で定める中小規模法人は、次に掲げる法人

（他の通算法人のうちいずれかの法人が資本金の額又は出資金の額（以下この条に

おいて「資本金の額等」という。）が五千万円を超える法人に該当する場合におけ

る通算法人を除く。）とする。 

一 資本金の額等が五千万円以下の法人 

二 資本又は出資を有しない法人 

１１ 法第四十五条第二項に規定する政令で定める場合は、その法人が同項の表の各

号の上欄に掲げる地区において当該各号の中欄に掲げる事業の用に供した当該各号

の下欄に掲げる設備について、当該地区に係る産業投資促進計画（次の各号に掲げ

る当該地区の区分に応じ当該各号に定めるものをいう。）に記載された振興の対象

となる事業その他の事項に適合するものである旨の当該産業投資促進計画を定め、

作成し、又は策定した市町村の長の確認がある場合とする。 



5/9 

一 法第四十五条第二項の表の第一号の上欄に掲げる地区 当該地区内の市町村が

定める特定過疎地域持続的発展市町村計画 

二 法第四十五条第二項の表の第二号の上欄に掲げる地区 当該地区内の市町村が

作成する認定半島産業振興促進計画 

三 法第四十五条第二項の表の第三号の上欄に掲げる地区 当該地区に係る同欄に

規定する指定された地区内の市町村の長が策定する産業の振興に関する計画で

産業の振興に資する計画の基準として関係大臣（総務大臣、農林水産大臣及び国

土交通大臣をいう。第十八項及び第二十三項において同じ。）が定める基準を満

たすもの 

四 法第四十五条第二項の表の第四号の上欄に掲げる地区 当該地区内の市町村が

作成する認定奄美産業振興促進計画 

１２ 法第四十五条第二項の表の第一号の上欄に規定する過疎地域のうち政令で定め

る地域は、次に掲げる区域とする。 

一 法第四十五条第二項の表の第一号の上欄に規定する過疎地域のうち特定過疎地

域（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第四十二条の規定の適用を

受ける区域のうち令和三年三月三十一日において旧過疎地域自立促進特別措置

法第三十三条第一項の規定の適用を受けていた区域をいう。次号において同じ。）

以外の区域 

二 特定過疎地域のうち過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第四十二

条の規定の適用を受けないものとしたならば同法第三条第一項若しくは第二項

（これらの規定を同法第四十三条の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）又は第四十一条第二項の規定の適用を受ける区域 

１３ 法第四十五条第二項の表の第一号の上欄に規定する過疎地域に準ずる地域とし

て政令で定める地域は、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法附則第五

条に規定する特定市町村（以下この項において「特定市町村」という。）の区域（同

法附則第六条第一項、第七条第一項又は第八条第一項の規定により特定市町村の区

域とみなされる区域を含む。）とする。 

１４ 法第四十五条第二項の表の第一号の上欄に規定する政令で定める地区は、特定

過疎地域持続的発展市町村計画に記載された過疎地域の持続的発展の支援に関する

特別措置法第八条第四項第一号に規定する産業振興促進区域内の地区とする。 

１５ 法第四十五条第二項の表の第一号の中欄に規定する政令で定める事業は、製造

業、農林水産物等販売業（同号の上欄に掲げる地区において生産された農林水産物

又は当該農林水産物を原料若しくは材料として製造、加工若しくは調理をしたもの

を店舗において主に当該地区以外の地域の者に販売することを目的とする事業をい

う。第二号において同じ。）、旅館業及び情報サービス業等（情報サービス業その

他の財務省令で定める事業をいう。以下この条において同じ。）のうち、同表の第

一号の上欄に掲げる地区に係る特定過疎地域持続的発展市町村計画に振興すべき業

種として定められた事業とし、同号の下欄に規定する事業の用に供される設備で政

令で定める規模のものは、次の各号に掲げる事業の区分に応じ当該各号に定める規

模のものとする。 
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一 製造業又は旅館業 一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計額が次

に掲げる法人の区分に応じそれぞれ次に定める金額（法第四十二条の四第十九項

第八号に規定する適用除外事業者（以下この条において「適用除外事業者」とい

う。）又は同項第八号の二に規定する通算適用除外事業者（以下この条において

「通算適用除外事業者」という。）に該当する法人にあつては、ハに定める金額）

以上である場合の当該一の設備 

イ 資本金の額等が五千万円以下の法人又は資本若しくは出資を有しない法人

（これらの法人が通算法人である場合には、他の通算法人のうちいずれかの法

人が資本金の額等が五千万円を超える法人に該当するものを除く。） 五百万

円 

ロ イ又はハに掲げる法人以外の法人 千万円 

ハ 資本金の額等が一億円を超える法人（他の通算法人のうちいずれかの法人が

資本金の額等が一億円を超える法人に該当する場合における通算法人を含

む。） 二千万円 

二 農林水産物等販売業又は情報サービス業等 一の設備を構成する減価償却資産

の取得価額の合計額が五百万円以上である場合の当該一の設備 

１６ 法第四十五条第二項の表の第二号の上欄に規定する政令で定める地区は、認定

半島産業振興促進計画に記載された半島振興法第九条の二第二項第一号に規定する

計画区域内の地区とする。 

１７ 法第四十五条第二項の表の第二号の中欄に規定する政令で定める事業は、製造

業、農林水産物等販売業（同号の上欄に掲げる地区において生産された農林水産物

又は当該農林水産物を原料若しくは材料として製造、加工若しくは調理をしたもの

を店舗において主に当該地区以外の地域の者に販売することを目的とする事業をい

う。第二号において同じ。）、旅館業及び情報サービス業等のうち、同表の第二号

の上欄に掲げる地区に係る認定半島産業振興促進計画に記載された事業とし、同号

の下欄に規定する事業の用に供される設備で政令で定める規模のものは、次の各号

に掲げる事業の区分に応じ当該各号に定める規模のものとする。 

一 製造業又は旅館業 一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計額が次

に掲げる法人の区分に応じそれぞれ次に定める金額（適用除外事業者又は通算適

用除外事業者に該当する法人にあつては、ハに定める金額）以上である場合の当

該一の設備 

イ 資本金の額等が千万円以下の法人又は資本若しくは出資を有しない法人（こ

れらの法人が通算法人である場合には、他の通算法人のうちいずれかの法人が

資本金の額等が千万円を超える法人に該当するものを除く。） 五百万円 

ロ イ又はハに掲げる法人以外の法人 千万円 

ハ 資本金の額等が五千万円を超える法人（他の通算法人のうちいずれかの法人

が資本金の額等が五千万円を超える法人に該当する場合における通算法人を

含む。） 二千万円 

二 農林水産物等販売業又は情報サービス業等 一の設備を構成する減価償却資産

の取得価額の合計額が五百万円以上である場合の当該一の設備 
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１８ 法第四十五条第二項の表の第三号の上欄に規定する政令で定める地区は、同欄

に規定する指定された地区内の市町村の長が策定する産業の振興に関する計画のう

ち第十一項第三号に規定する基準を満たすものに係る地区として関係大臣が指定す

る地区とする。 

１９ 法第四十五条第二項の表の第三号の中欄に規定する政令で定める事業は、製造

業、農林水産物等販売業（同号の上欄に掲げる地区において生産された農林水産物

又は当該農林水産物を原料若しくは材料として製造、加工若しくは調理をしたもの

を店舗において主に当該地区以外の地域の者に販売することを目的とする事業をい

う。第二号において同じ。）、旅館業及び情報サービス業等のうち、同表の第三号

の上欄に掲げる地区に係る第十一項に規定する産業投資促進計画に記載された事業

とし、同号の下欄に規定する事業の用に供される設備で政令で定める規模のものは、

次の各号に掲げる事業の区分に応じ当該各号に定める規模のものとする。 

一 製造業又は旅館業 一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計額が次

に掲げる法人の区分に応じそれぞれ次に定める金額（適用除外事業者又は通算適

用除外事業者に該当する法人にあつては、ハに定める金額）以上である場合の当

該一の設備 

イ 資本金の額等が五千万円以下の法人又は資本若しくは出資を有しない法人

（これらの法人が通算法人である場合には、他の通算法人のうちいずれかの法

人が資本金の額等が五千万円を超える法人に該当するものを除く。） 五百万

円 

ロ イ又はハに掲げる法人以外の法人 千万円 

ハ 資本金の額等が一億円を超える法人（他の通算法人のうちいずれかの法人が

資本金の額等が一億円を超える法人に該当する場合における通算法人を含

む。） 二千万円 

二 農林水産物等販売業又は情報サービス業等 一の設備を構成する減価償却資産

の取得価額の合計額が五百万円以上である場合の当該一の設備 

２０ 法第四十五条第二項の表の第四号の上欄に規定する政令で定める地区は、認定

奄美産業振興促進計画に記載された奄美群島振興開発特別措置法第十一条第二項第

一号に規定する計画区域内の地区とする。 

２１ 法第四十五条第二項の表の第四号の中欄に規定する政令で定める事業は、製造

業、農林水産物等販売業（同号の上欄に掲げる地区において生産された農林水産物

又は当該農林水産物を原料若しくは材料として製造、加工若しくは調理をしたもの

を店舗において主に当該地区以外の地域の者に販売することを目的とする事業をい

う。第二号において同じ。）、旅館業及び情報サービス業等のうち、同表の第四号

の上欄に掲げる地区に係る認定奄美産業振興促進計画に記載された事業とし、同号

の下欄に規定する事業の用に供される設備で政令で定める規模のものは、次の各号

に掲げる事業の区分に応じ当該各号に定める規模のものとする。 

一 製造業又は旅館業 一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計額が次

に掲げる法人の区分に応じそれぞれ次に定める金額（適用除外事業者又は通算適

用除外事業者に該当する法人にあつては、ハに定める金額）以上である場合の当
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該一の設備 

イ 資本金の額等が五千万円以下の法人又は資本若しくは出資を有しない法人

（これらの法人が通算法人である場合には、他の通算法人のうちいずれかの法

人が資本金の額等が五千万円を超える法人に該当するものを除く。） 五百万

円 

ロ イ又はハに掲げる法人以外の法人 千万円 

ハ 資本金の額等が一億円を超える法人（他の通算法人のうちいずれかの法人が

資本金の額等が一億円を超える法人に該当する場合における通算法人を含

む。） 二千万円 

二 農林水産物等販売業又は情報サービス業等 一の設備を構成する減価償却資産

の取得価額の合計額が五百万円以上である場合の当該一の設備 

２２ 法人が、その取得等をした減価償却資産につき法第四十五条第二項の規定の適

用を受ける場合には、当該減価償却資産につき同項の規定の適用を受ける最初の事

業年度の法人税法第二条第三十一号に規定する確定申告書に財務省令で定める書類

を添付しなければならない。 

２３ 関係大臣は、第十一項第三号に規定する基準を定めたとき、又は第十八項の規

定により地区を指定したときは、これを告示する。 

（昭三七政三七・追加、昭三七政一〇二・昭四〇政九五・一部改正、昭四一

政七七・旧第二十七条の七繰下・一部改正、昭四二政一〇九・一部改正、昭

四三政九七・旧第二十八条の三繰上、昭四四政八六・昭四五政一〇七・一部

改正、昭四六政七四・旧第二十八条の二繰下・一部改正、昭四六政三七二・

昭四七政七五・一部改正、昭四八政九四・旧第二十八条の三繰下・一部改正、

昭四九政七八・昭五〇政六〇・一部改正、昭五一政五四・旧第二十八条の四

繰上・一部改正、昭五二政五四・昭五三政七九・昭五四政七一・昭五五政四

二・昭五六政七三・昭五七政七二・昭五八政六一・一部改正、昭五九政六〇・

旧第二十八条の三繰下・一部改正、昭六〇政六一・昭六一政八一・一部改正、

昭六一政一九四・旧第二十八条の四繰下、昭六一政三六六・昭六二政一〇六・

一部改正、昭六二政一三五・旧第二十八条の五繰下、昭六二政二〇八・旧第

二十八条の六繰下、昭六二政三三三・旧第二十八条の七繰下、昭六二政三九

三・旧第二十八条の八繰下、昭六三政七三・一部改正、昭六三政二〇五・旧

第二十八条の九繰下・一部改正、平元政九四・一部改正、平二政九三・旧第

二十八条の十繰下・一部改正、平三政八八・旧第二十八条の十一繰下・一部

改正、平三政一七九・旧第二十八条の十二繰下、平三政二五〇・平四政八七・

一部改正、平四政二五一・旧第二十八条の十三繰下、平五政八七・一部改正、

平六政一一〇・旧第二十八条の十四繰上・一部改正、平七政一五八・一部改

正、平八政八三・旧第二十八条の十三繰下・一部改正、平九政一〇六・一部

改正、平一〇政一〇八・旧第二十八条の十五繰上・一部改正、平一一政一二

〇・平一二政一四八・平一二政三〇七・平一三政一四一・平一四政一〇五・

平一五政一三九・一部改正、平一六政一〇五・旧第二十八条の十四繰上・一

部改正、平一七政一〇三・一部改正、平一八政一三五・旧第二十八条の十三
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繰上・一部改正、平一九政九二・旧第二十八条の十一繰上・一部改正、平二

一政一〇八・平二二政五八・平二三政九一・平二三政一九九・平二四政一〇

五・平二五政一一四・平二六政一四五・平二七政一四八・平二九政一一四・

平三〇政二一・平三一政一〇二・令元政四四・令三政一一九・令二政二〇七

（令三政一三〇）・一部改正） 

 


